
導入促進基本計画

１ 先端設備等の導入の促進の目標

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等

＜本市の人口構造について＞

本市の人口は令和７年４月現在で 31,968 人、うち生産年齢人口が 17,682 人

（55.31％）に対し６５歳以上の人口が 10,778 人（33.71％）となっており、超高齢

化の人口構造である。

＜本市の産業について＞

本市においては相馬中核工業団地東地区（光陽地区）・西地区（大野台地区）、相

馬南第二工業団地（柚木地区）において製造業及びエネルギー関連産業等の集積が

進んでいるが、建設業、製造業、卸売・小売・飲食業、サービス業のほか農林水産

業など多岐にわたる産業が市内全域に幅広く分布している。また、本市に所在する

事業者のうち、大半が中小企業者・小規模事業者で占められており、市内の雇用及

び経済活動の基盤となっている。

＜本市事業者を取り巻く状況＞

近年、国内経済は緩やかな改善傾向にあり、中小企業者・小規模事業者を取り巻

く状況も改善傾向にあるとされているが、その状況は規模・業種・地域等によって

大きく異なることに加え、設備老朽化、設備投資や売上高の伸び悩みといった課題

も存在している。

現在、年少・生産年齢人口が減少、老年人口が増加し少子高齢化が進行しており、

市内中小企業は人手不足、後継者不足等の課題にも直面している。現状を放置する

と市内の産業基盤が失われかねない状況である。このような中、市内中小企業の生

産性の抜本的な向上させることで、人手不足等に対応した事業基盤を構築するとと

もに、後継者が引き継ぎたいと思えるような企業にしていこうとする取り組みを支

援していくことは、喫緊の課題である。

所在する企業の大半が中小企業者・小規模事業者で占められている本市において、

これらの問題は顕著に表れてきており、この状況を放置し、継続的に悪化した場合、

市内の事業者における労働生産性の低迷にとどまらず、事業継続自体が困難な状況

に陥ることが予想される。

（２）目標

東日本大震災以降、本市をとりまく交通インフラ環境は、常磐自動車道の全線

開通、相馬福島道路の全線開通、相馬港の復旧と、急速に復旧・復興が進み、震



災以前に比べ流通環境が大幅に改善されてきており、事業者の生産性向上を支え

る基盤となることが期待できる状況である。

本市の目標としては、中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導

入基本計画を策定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、老朽化の進

む設備を生産性の高い最新の生産設備への更新を推進するほか、新たな事業の創

出や拡大を強く支援し、労働生産性の向上のみならず、労働環境等の改善を図る

ことで若年者の就職及び定着性を向上させることを目指す。

このことにより、本市における人手不足等の厳しい事業環境を乗り越え、事業

者自身の労働生産性の飛躍的な向上を図り、雇用の安定化及び経済活動の活性化

を促進することを目標とする。

これを実現するため、計画期間中に５件程度の先端設備等導入計画の認定を目

標とする。

（３）労働生産性に関する目標

先端設備等導入基本計画が認定される事業者の労働生産性（中小企業等の経営

強化に関する基本方針に定めるもの）が年率３％以上向上することを目指す。

２ 先端設備等の種類

本市の産業は建設業、製造業、卸売・小売・飲食業、サービス業のほか農林水

産業など多岐にわたり、多様な業種が市内の経済、雇用を支えているため、これ

らの産業で広く事業者の生産性向上を実現する必要がある。したがって、多様な

産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計画において対象とする設備は、

中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等全てとする。

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項

（１）対象地域

本市の産業は、駅周辺、国道６号線沿い、臨海エリア、山間部と広域に立地し

ている。これらすべての地域で、広く事業者の生産性向上を実現する観点から、

本計画の対象地域は、市内全域とする。

（２）対象業種・事業

＜対象業種について＞

本市の産業は建設業、製造業、卸売・小売・飲食業、サービス業のほか農林水

産業など多岐にわたり、多様な業種が市内の経済、雇用を支えているため、これ

らの産業で広く事業者の生産性向上を実現する必要がある。したがって、本計画

において対象とする業種は、全業種とする。



＜対象事業について＞

生産性向上に向けた事業者の取組は、新商品の開発、自動化の推進、ＩＴ導入

による業務効率化、省エネの推進、市町村の枠を超えた海外市場等を見据えた連

携等、多様である。したがって、本計画においては、労働生産性の年率３％以上

向上に資すると見込まれる事業であれば、幅広い事業を対象とする。

４ 計画期間

（１）導入促進基本計画の計画期間

令和７年６月２６日～ 令和９年６月２５日の２年間

（２）先端設備等導入計画の計画期間

先端設備等導入計画の計画期間は３年間、４年間又は５年間とする。

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項

① 大気汚染防止対策、排水処理、土壌汚染防止対策、騒音・振動対策及び悪臭対策、

地球温暖化防止対策など、各種環境法令とともに、福島県環境基本計画に基づ

き、環境の保全に十分配慮する。

② 人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない等、雇

用の安定に配慮する。

③ 公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては

先端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮す

る。

④ 市町村税を滞納している者については、先端設備等導入計画の認定の対象とし

ない等、納税の円滑化及び公平性に配慮する。

（備考）

用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。


